
Ⅰ 問題の所在

Ⅱ 調査地の概要

Ⅲ モドゥプール丘陵の森林地の規模と分布

Ⅳ モドゥプール丘陵における森林破壊の面積推移と

要因

Ⅴ 結論

Ⅰ 問題の所在

発展途上国において「かつての豊かな森林が

森林周辺の（貧しい）住民の急増とともに大規

模に失われてきた」という定説は，国際的な開

発援助や自然環境保護体制において広く支持さ

れてきた（注１）。２０世紀における地球規模の人口

爆発，森林破壊（Deforestation）の深刻化，自

然保護や森林資源保全への関心の高まりなどを

背景として，森林周辺の人口を強制的に排除し

ても森林を保護すべきであるという主張（注２）が，

発展途上国の政府機関で繰り返されている。し

かし近年各地で，この定説への疑問が示される

ようになってきた（注３）。疑問の背景には，途上

国では一般に森林面積に関する正確な統計が，

ごく近年まで取られてこなかったことがある。

政府や国際機関が統計で示している森林破壊

の面積は，主に土地利用分類が森林から他の土

地利用へと転用されているかどうかに基づいて

算出されているが（注４），この基準を適用すると

算出される森林破壊面積とその要因の説明は，

土地被覆変化（森林破壊）の実態からかけ離れ

たものになる危険性がある。例えばインドネシ

アでは，土地利用の転換が生じていない（跡地
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《要 約》

発展途上国においては，「かつての豊かな森林が森林周辺の（貧しい）住民の急増とともに大規模

に失われてきた」という定説が広く支持されてきた。しかし不正確な統計に依拠した森林破壊面積の

見積もりが，途上国における森林破壊の要因の分析結果を不確かなものにしてきた疑いが強くなって

いる。本稿では「地域住民による森林破壊」が問題視されてきた，バングラデシュ・モドゥプール丘

陵の事例を，地理情報システム（GIS）での分析と現地での聞き取り調査により実証的に検証した。

結果，モドゥプール丘陵における「地域住民による森林破壊」という定説は，森林破壊の規模の見積

もりの過大さ，農地・集落化などの「地域住民による」森林破壊の比率の誇張といったバイアスに大

きく影響され，実態と著しく乖離していた。これらのバイアスの背景には，正確な空間データに立脚

してこなかった，途上国の森林破壊問題に対するこれまでの議論のありかたに問題が求められた。
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は“森林の再成長のために”残されている）こと

から，商業伐採地は森林破壊面積の算出から除

外されていた（注５）［Angelsen１９９５］。加えてFAO

をはじめとする国際機関が把握している１９８０年

代以前の森林面積は，各国政府が提出する森林

面積の数字に頼っているため，国際機関が導く

森林破壊面積の見積もりには，各国の調査能力

などに起因するデータの不確かさも存在してい

る［Fairhead and Leach１９９８］。

発展途上国では，森林破壊の検証に用いるこ

とが出来るデータは上記のような問題を内包し

た森林統計にほぼ限定されてきた。さらに途上

国の森林破壊に関する議論には，極めて局地的

な調査データを外挿して，広域的な森林破壊の

要因を分析することに起因するバイアスもあっ

た［小林２００３］。他にも政府によって，伝統的

共同体や貧しい農民などに森林破壊の責任が押

しつけられた事例や［Angelsen１９９５; Dauvergne

１９９４; Morris１９８６; Hurst１９９０］，政府が森林

を独占的に管理する（森林保護区の設定に伴う地

域住民の排除など）正当性のために，森林破壊

の実態に対して戦略的な無知が装われている事

例も指摘されていた［佐藤２００５；アッシャー

２００６］。しかし近年になると，衛星画像・航空

写真・地形図や主題図などの各種の空間データ

を簡便に統合して扱うことのできる地理情報シ

ステム（GIS）が出現し，広域の土地被覆変化

を直接分析する能力が飛躍的に進歩した。これ

によって過去から現在までの森林面積の推移の

正確な把握が可能となり，森林破壊に関する従

来の定説の誤りが議論され始めた［Wood and

Skole１９９８; Moran and Brondizio１９９８］。

本稿ではバングラデシュ・モドゥプール丘陵

（Madhupur Tract）の事例を取り上げる。バン

グラデシュ政府はモドゥプール丘陵における森

林破壊が，主に森林の周辺人口による森林への

侵入（encroach）によって生じてきたと認識す

る一方で，森林地への侵入に対する公的な調査

を行ってこなかった。結果モドゥプール丘陵に

おける森林破壊の正確な領域と規模は未知で，

利用できるデータは森林庁のスタッフの観察に

よる見積もり（visual estimates）に限られてき

た［FD１９９８，１９］。さらに侵入してきたとされ

ている地域住民の多くは，政府に対して自身の

土地の正当な所有権を主張し，両者の主張は平

行線をたどってきた。これらの問題の解決の糸

口を探るために，モドゥプール丘陵では森林破

壊に関する実証的な検証が必要とされていると

いえる。

本稿ではGISでの分析結果を応用して（注６），

バングラデシュ・モドゥプール丘陵における森

林破壊の面積推移とその要因を解明し，同地域

においても無条件に受け入れられてきた「地域

住民による森林破壊」という定説の誤りを明ら

かにする。そして定説の誤りの背景にある，発

展途上国における森林破壊に関する従来の議論

の問題を指摘し，森林の空間分布と密度，樹種

構成，その他の土地利用分布などの空間データ

に基づいた議論の重要性を喚起する。以下第Ⅱ

節では調査地（モドゥプール丘陵及びモドゥプー

ル森林）の概要を示す。第Ⅲ節ではモドゥプー

ル丘陵における森林破壊の要因解明の基礎とな

る，森林地（注７）の正確な規模と空間分布を示す。

第Ⅳ節ではモドゥプール森林中核部を対象とし

て，森林地内で生じてきた詳細な土地被覆変化

の検証を各種の空間データ及び現地踏査と現地

聞き取り調査の結果を用いて行い（注８），モドゥ

プール丘陵における森林破壊の要因を再検討す
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る。第Ⅴ節は本稿のまとめである。

Ⅱ 調査地の概要

１．調査地の地理と植生

モドゥプール丘陵（以下台地部と略す）は，

首都ダッカ北部のジョムナ（Jamuna）及びブラ

フマプートラ（Brahmaputra）両河川の氾濫原

の中央部（北緯２４．０度～２４．８度，東経９０．０度～

９０．６度）に広がる洪積台地である（図１右上）。

台地面にはチャラ（chala）またはパハル（pahal）

と呼ばれる隆起地形の間に，バイド（baid）と

呼ばれるU字谷が樹形状に発達している。チャ

ラの起伏は比較的なだらかで，氾濫原との標高

差は３０～４０メートルである。

氾濫原は洪水常襲地で，その土地のほとんど

は水田や低湿地である。しかし台地部は上記の

標高差により水没することがなかったため，周

辺地域にはないまとまったサラソウジュ（Sho-

rea robusta）の森林が発達し，国内でも有数の

内陸サラソウジュ林（Inland Sal Forest）エリ

ア（注９）となっている。近年の統計によれば，台

地上の森林地における土地被覆の内訳はサラソ

ウジュの疎林（Natural Open Forest）が２万５９６８

ヘクタール，まばらに木の生えた荒地（Scatterd

trees and Denuded）が２万３４６１ヘクタール，人

工林が１万５８７７ヘクタール，侵入された森林地

（Encroachment）が１万９９２９ヘクタール，空白

地（Blanks）が５７６１ヘクタールとなっている［FAO

２０００a ; FMP１９９２］。

台地部上のサラソウジュ林は，地理的にまと

まった単位で各々モドゥプール（Madhupur）

森林，バワル（Bhowal）森林，アティア（Atia）

森林と呼ばれている（注１０）。うちモドゥプール森

林は台地部の北端部，モドゥプール・タナ一帯

に分布する特に規模の大きい森林で，１９６２年に

は中核部の８４３６ヘクタールが国立公園に設定さ

れている。

タナ（Thana）とは，州（Division）及び県（Dis-

trict）の下位にあたるバングラデシュの行政単

位である。後述するモウザ（Mouza），すなわ

ち行政村はタナ，ユニオン（Union）のさらに

下位にあたる最小の行政単位である。ただしモ

ドゥプール・タナにおけるモウザの世帯数規模

は，百前後の小規模なものから５千を超えるも

のまで差が大きく，後者の特に規模の大きいモ

ウザでは，さらに小規模な数百世帯前後の自然

発生的な“集落”名が実質的な最小の行政単位

として通用している。本稿で集落という場合に

は，行政区分上の“村（モウザ）”ではなく，

これらの自然集落のことを指していることに留

意されたい。

２．モドゥプール丘陵における森林破壊問題

近年バングラデシュでは，深刻な森林破壊が

問題視されている。バングラデシュの総森林面

積は国土の１６．７パーセントにあたる約２４６万ヘ

クタールで［BFRI２０００］，FAOの世界森林資源

評価による１９８０～９０年の見積もりでは，森林消

失率が年率３．９パーセントに達していた（注１１）

［FAO１９９３］。この極めて高い森林消失率につ

いてFAOは，「高い人口密度・低い農業生産性

・貧しい人的資源開発・限られた農業外雇用機

会などの要因が複合した，限られた森林資源に

対する（過剰な）需要」が背景にあると総括し

ている［FAO２０００a，４２］。アジア開発銀行（ADB）

は，より直接的に「高い人口圧を背景とした，

多くの土地を持たない人口（特に森林地の周辺

人口）による農業開発や集落化・都市化のため
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の侵入（encroachment）や，材木及び薪材のた

めの過剰伐採による侵害」が要因だと指摘して

いる［ADB２００２］。

バングラデシュ政府は「国内において調査に

基づく森林消失地図は作成されておらず，定期

的な目視観察を除いて森林破壊の正確な規模と

位置は定まっていない」と断りながらも，やは

り侵入・土地転換・無秩序な商業伐採・違法伐

採・薪材採取など（注１２）を同国における森林破壊

の要因として挙げていて［FD１９９８，９］，国内

外の多くの学術研究でも類似の分析が示されて

いる［Mahtab１９９１，２１９; Huque et al１９９８;

Salam and Noguchi，１９９８; Salam et al１９９９; Iftek-

har and Huque２００５］。以上の様々な議論からは，

同国の急速な“森林破壊”は極端な貧困と高い

人口圧を背景として，主に“地域住民（特に土

地に依存した貧困層）によって”引き起こされ

てきたと総括できる。

台地部には国内の６パーセントから９パーセ

ント［FD１９９８; Khan et al２００４］，１９９０年時点

で４万９４２９ヘクタールの天然林が分布している

［FMP１９９２］。全国で年率３．９パーセント減と

いうFAOの見積もりを単純に適用すれば，台

地部では１９８１～９０年の１０年間だけで２万４０００ヘ

クタール前後の森林被覆が失われた計算になる

が，人口稠密な平野部に位置することから，台

地部では実際に膨大な入植者の流入によって深

刻な森林破壊が起きたとされている［FAO

２０００a，１６; Huda and Roy１９９９］。モドゥプール

森林では１９６０～９０年にかけて約４７パーセントの

森林地が８２０１世帯の侵入を受け［FD１９９９b］，

台地部全体では森林地に占めるサラソウジュ林

被覆率が１７パーセントにまで減少したという見

積もりもある［FMP１９９５］。

バングラデシュ政府は森林保護の政策や施策

において，これらの「地域住民による森林破壊」

への対処を最も重視してきた。特にモドゥプー

ル森林では森林中核部，国立公園内に多く居住

している少数民族のガロ（Garo）（注１３）の侵入と，

彼らの森林に依存した生業活動が森林破壊の主

要因であると見なし［FD１９９９a］，彼らに対す

る規制と圧力（集落への立ち退き命令・土地の接

収・森林警備官による村人の森林利用の取り締ま

り・侵入や違法伐採に対する森林訴訟や投獄など）

の必要性を強調してきた。しかしガロの人々を

中心とした地域住民は，モドゥプール森林にお

ける森林破壊は森林庁（政府）による不適切な

森林管理（サラソウジュ林の乱開発や森林庁幹部

と違法伐採業者の癒着など）によって生じたこと

で，政府が侵入地と呼ぶ彼らの土地も先祖伝来

のものであると主張している。

地域住民による主張を支持するように，一部

のNGOや研究者，ジャーナリストらも，モド

ゥプール森林では政府による森林破壊や伝統的

な土地所有権（居住権）の侵害があったと指摘

している。例えばGain（１９９８）は，政府による

ゴム園開発やユーカリ・アカシア等の外来樹種

の植林が，しばしば大規模なサラソウジュ林の

伐採を伴ってきたと指摘している。他にも

Farooque（１９９７）は，森林法の誤用・乱用が同

国において，ガロの人々のような伝統的な森林

内居住者の法的地位を不安定にしてきたと批判

している。

３．モドゥプール丘陵における人口推移と侵

入面積

以上のように台地部では，特に近年の５０～６０

年間の人口増大によって地域住民による農地・

村落地の拡大（侵入）が進み，大規模な森林破
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壊が引き起こされてきたと説明されてきた。そ

こで本題に入る前に，分析の出発点としてモド

ゥプール・タナを例に，統計上で台地部におけ

る人口の推移と侵入面積を確認しておきた

い（注１４）。

モドゥプール・タナにおける人口密度は，

１８７２年の時点で１４０人／平方キロメートルであ

った。１９４０年代までの約７０年間の人口増加は年

率０．６パーセント前後で，人口密度は１９１１年で

１９８人／平方キロメートル（注１５），１９４１年で２１３人

／平方キロメートルであった。これが次の約３０

年間で年率２．２パーセントに急増，人口密度は

１９７４年までに４３０人／平方キロメートルに倍増

した。さらに１９９１年までの約２０年間には年率３．３

パーセント，人口密度は７４６人／平方キロメー

トルにまで達した［Hunter１８７７; Dutch１９４２;

BBS１９７７；１９９８］。

タンガイル県（位置は図１のタナ番号１～４を

参照）における森林統計（表１）をみると，同

県の森林地４万９７４７ヘクタールの４９パーセント

が２万４３２４世帯の侵入を受けた土地に分類され

ている。タンガイル県内のモドゥプール・タナ

における森林地は，図１（右下）に示した１１箇

所のモウザに分布している。この１１箇所のモウ

ザの全世帯数は１万５３３２世帯であるが［BBS

２００３］，表１の数字に従えば，うち５３パーセン

トが森林地への侵入世帯ということになる。

国立公園のあるオロンコラ及びピルガチャ・

モウザでは，ガロの人々による侵入が特に深刻

だといわれてきた。人口統計では１９９６年の時点

で，両モウザの全世帯数が４１３２世帯［BBS２００３］，

うちガロの世帯数が２１９２世帯であった（注１６）。国

立公園の敷地は両モウザ面積の８割ほどで，筆

者の聞き取り調査による概算では，実際に公園

内に含まれている集落のガロの世帯数は約１７００

世帯であった。１９６０年初頭の公園内の全世帯数

は５４２世帯，うちガロは４８３世帯で［Khaleque

１９９２，１５０］，ここから現在までの約４０年間で，

タナ
１．総面積
（１）

２．天然林 ３．人工林 ４．劣化した森林
（１）

５．侵入地（侵入世帯数）

モドゥプール
（Madhupur）

１８，４４７ ２，４９０ １，０１０ ９９０ ８，５９０（８，２０１）

ガタイル
（Gatail）

８，８４８ ６６０ １，９８０ １，２７０ ５，４７１（４，６４９）

シャキプール
（Sakhipur）

１９，３８５ ３，１００ ３，７５０ １，８６０ ８，３３３（１０，３１７）

ミルザプール
（Mirzapur）

３，０６７ ７４０ ５１０ ６９０ １，８２８（１，１０３）

合 計 ４９，７４７ ６，９９０ ７，２５０ ４，８１０ ２４，３５９（２４，３２４）

表１ 各種の統計資料によるタンガイル（Tangail）県の森林地における森林と侵入地面積

（単位はカッコ内以外全てヘクタール）

（出所）Forest Department（１９９９b ;２００１）より筆者作成。
（注）（１）統計ではこのカテゴリーに，Grass/degraded forest land, Young re−growth of sal（h＜１，５m）, Immature

sal forest（１，５＜h＜５．０m）の３種類が含まれていた。
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図中の番号図中の番号（タナ番号タナ番号）は注は注（1）を参照を参照図中の番号（タナ番号）は注（1）を参照

現地調査領域（モドゥプール・タナ）

凡例

図中の番号（タナ番号）は注（１）を参照
図中の番号（モウザ番号）は注（２）を参照

現地調査領域

図１ モドゥプール丘陵の地形（標高）・現地調査領域・１９１０～１１年時点の森林分布と集落の位置

（出所）（左）地籍図（Settlement Survey Map）（１９１０―１１）（タナ地図），地形図（１９３０―３１）より筆者作成。
（右上）SRTM−３及びLGED Thana Base Mapより筆者作成。
（右下）LGED Thana Base Mapより筆者作成。

注（１）各タナ（Thana）の名称は，１）モドゥプール（Madhupur），２）ガタイル（Gatail），３）シャキプール（Sakhipur），４）
ミルザプール（Mirzapur），５）ムクタガチャ（Muktagaccha），６）フルバリア（Fulbaria），７）バルカ（Bhaluka），８）
スリプール（Sreepur），９）カパシア（Kapasia），１０）ガジプール（Gazipur），１１）カリアカイル（Kaliakair），１２）
ダッカ（Dhaka Savar），１３）ジャマルプール（Jamalpur）。タナ番号１～４はタンガイル（Tangail）県に，５
～７はマイメンシン（Mymensingh）県，８～１１はガジプール（Gazipur）県，１２はダッカ（Dhaka）県，１３は
ジャマルプール（Jamalpur）県に含まれる。

（２）番号で示したのは森林地を含むモドゥプール・タナ内のモウザ（Mouza）。各モウザの名称は，１）ショラク
リ（‘Sholakuri），２）ピルガチャ（Pirgaccha），３）オロンコラ（Arankhola），４）ベリバイド（Beribaid），５）
チュニア（Chunia），６）クラガチャ（Kuragaccha），７）ピロズプール（Pirojpur），８）ガチャバリ（Gacchabari），９）
カックライド（Kakraid），１０）サリカ（Salika），１１）モイスマラ（Mahismara）。

（３）この地図に示した表示からは，地形図の記載に含まれていた水域部分（バイド等）を除外した。
（４）各集落は１５世帯前後で構成されている。ダッカ（Dhaka Savar）タナに関しては地籍図が入手できなかった。

発展途上国における「地域住民による森林破壊」問題の再考
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公園内のガロ住民は年率３．２パーセントで増大

してきたと概算できる。森林庁は上記のガロ世

帯の増大に後押しされた侵入の拡大が，国立公

園における森林破壊の要因になってきたと主張

している（第Ⅱ節第２項参照）。

Ⅲ モドゥプール丘陵の森林地の

規模と分布

１．１９１０～１１年時点のサラソウジュ林と集落

の分布

この項では「地域住民（侵入）による森林破

壊」の定説を検証する前段階として，台地部（モ

ドゥプール丘陵）の１９１０～１１年時点の森林（サ

ラソウジュ林）と集落の分布を，GISソフトウ

ェア上でデジタル化した結果について考察する。

森林分布のデジタル化に際しては，１９１０～１１年

の地籍図（Settlement Survey Map）（インド土地

登記局作成，縮尺約６４０００分の１）及び１９３０～３１

年の地形図（インド測量局作成，縮尺１２万５０００分

の１）の両方の記載を参照した。両地図におけ

る森林の分布状況にはほとんど差がなく，特に

森林の境界については１９３０年代の地図の精度が

高かったことから，デジタル化には３０年代の地

形図を用いている。集落の位置については，１９１０

～１１年の地籍図の記載をそのままデジタル化し

た。図１（左図）は，デジタル化した地図を出

力したものである。GISソフトウェア上で計算

したところ，図１に示した森林分布の規模は，

全体で１３万５２３１ヘクタールであった。

２．森林庁による森林地登記の推移

台地部における森林庁による森林地の登記は，

図１に用いた１９１０～１１年の地籍図における森林

分布が基礎になっている。２０世紀初頭，台地部

の森林の大部分はザミーンダール（注１７）や中小の

地主（注１８）の私有地で，これらの森林の規模や分

布に関する全体像は把握されていなかった。台

地部の森林に関する最初の詳細な調査は，前述

した１９１０～１１年の地籍図作成の際に，土地登記

局（Land Records Department）よって行われた。

この時縮尺が１mile＝１６inch（縮尺に換算する

と３９６０分の１に相当）の詳細なモウザ地図上に，

農地の境界や家屋の位置などと共に森林の位置

が記載され，台地上の森林の規模と分布が明ら

かになった。

Farooque（１９９７）によれば，台地部における

森林庁による森林地の登記は１９２６年に始まった。

１３回の公告（Notification）によって台地部の森

林地は徐々に拡張され，１９４８年までに３万４１２２

ヘクタールが森林地として登記されたが，これ

らの登記された森林地には，台地部の森林の大

部分を占めていたザミーンダールや無数の地主

の私有林は含まれていなかった。１９４５年に英領

時代が終わって東パキスタン時代に入り，５０年

に国家取得及び占有法（State Acquisition and Ten-

ancy Act）が成立すると，ザミーンダールらの

私有地上の森林も行政区分上森林庁の管轄下に

入った。この制度改正を受けて，１９５６年には台

地部において登記された森林地の規模は９万４

千７１９ヘクタールに達した［Farooque１９９７，１３６

―１３７］。その後も森林庁は登記の拡大を進め，

１９８４年までに登記された森林地の規模は１０万

４４５４ヘクタールに達した。そのうち，森林庁が

実質的な管理を確立している森林地（保留林）

の規模は，８万９４３５ヘクタールである（表２参

照）。

以上からは，（１）台地部における森林地の登

記は図１で用いた地籍図を基礎として行われた，

8



（２）森林地の登記規模は図１の森林分布を超え

ていない，（３）２０世紀初頭の森林分布の周辺に

はバイドとバイドに隣接した集落が隙間なく立

地していた（図１参照），ことなどが分かる。

よって本稿では，台地部における２０世紀初頭の

森林地の分布は図１の森林分布を上回ることは

ないと結論して（注１９），その「正確な領域と規模

が未知」とされてきた台地部における「地域住

民（侵入）による森林破壊」の実態は，図１の

森林分布内の土地被覆変化によって検証できる

ものとみなす。

Ⅳ モドゥプール丘陵における

森林破壊の面積推移と要因

１．調査領域の１９６２年までのサラソウジュ被

覆と現在までの集落分布の推移

以降では１９１０～１１年時点の森林分布（図１）

内で生じてきた土地被覆変化を，モドゥプール

森林中核部の現地調査領域（図１右下の地図で

示した領域，以下調査領域と略す）に限定して，

Corona衛星写真（注２０）（１９６２年）やQuick Bird画

像（注２１）（２０００年以降）等の高精度の衛星画像デー

タと，現地調査結果によって検証していく。図

２は１９６２年時点のCorona衛星写真をISODATA

法により３つのクラスに分類した分類画像上に，

図１で示した地籍図上の集落の位置と，Quick

Bird画像より目視判読した現在の家屋の位置及

びバイドを重ねたものである。ここで（１）地籍

図上の集落の位置，（２）Corona衛星写真の分

類画像，（３）Quick Bird画像の目視判読による

家屋の位置，の各データについて説明したい。

地籍図上の集落の位置がもつ空間的な意味を

理解するために，地籍図の記載例を図３に示し

た。モウザ地図（左）の記載からは，タナ地図

（右）における記号（集落の位置）を中心とし

た５００メートル前後の領域に，十数世帯前後の

家屋と彼らの農地が分布していることが読み取

れる。すなわち図２の集落の位置を示した記号

の周辺（半径５００メートル前後）は，１９１１年の時

点でほぼ農地・集落化していたのである。

Corona衛星写真からは，１９６２年時点のサラ

ソウジュ林の規模と分布を精密かつ定量的に知

ることができる。この写真画像に対してGISソ

森林地の区分（１） RF PF VF CF AF 総森林地

１９４８年 １７，１１４ １７，００８ ─ ─ ─ ３４，１２２

１９５６年 ─ ─ ４８，４２４ ９５９ ４５，３３６ ９４，７１９

１９８４年 ６２，１４８ ─ １５，０１９ ─ ２７，２８７ １０４，４５４

表２ モドゥプール丘陵における森林地の登記規模の推移

（単位：ヘクタール）

（出所）Farooque（１９９２）及びBFRI（２０００）。
注（１）表中の略称の意味は次の通り。RF（Reserved Forest），PF（Protected Foret），VF（Vested Forest），CF

（Controlled Forest），AF（Acquired Forest）。各区分の違いについては注（２）を参照。
（２）いわゆる国有林に当たるReserved Forest（保留林）以外の土地に対しては，森林庁には限定的なコント

ロールの権限しかない。Protected Forest（保護林）は森林庁の行政的な区分下にある公共林（Public
Forest），Vested Forestは森林官の監督下に置かれている私有林，Controlled Forestは林業施行計画の
枠内にある私有林を指す。Aquuired Forestはザミーンダールから取得された私有林が，保留林に移行
する前に暫定的に分類された。

発展途上国における「地域住民による森林破壊」問題の再考

9



0 1 2
km 

1962年時点の密な樹木（サラソウジュ）被覆

凡例

1962年時点の疎な樹木（サラソウジュ）被覆

バイド（現在）

地籍図（1910－11）（タナ地図）上の集落の位置調査領域に含まれ

る1910－11年時点

の森林分布

地形図（1930－31）被覆

現在の家屋（世帯）の位置

ショラクリ

オロンコラピルガチャ

ベリバイドピロズプール

図２ 調査領域における１９６２年の樹木（サラソウジュ）被覆と

２０世紀初頭から現在までの集落（世帯）分布の推移

（出所）Corona（１９６２）衛星写真，各種地図（１９１０―１１，１９３０―３１）及びQuick Bird（Google Earth）より筆者作成。
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凡例（右：タナ地図 縮尺 1mile＝1inch）

森林 集落の位置 行政境界（モウザ）

凡例（左：モウザ地図 縮尺 1mile＝16inch）

森林 草原・荒地等 家屋 農地 タナ地図上の集落の位置

フトウェア上でISODATA法による画像分類を

行い（注２２），写真の各画素をその濃淡によって自

動的に５段階に分類した。この分類画像と元の

写真画像や同年代の地形図（注２３）とを比較して，

１～２番目のクラスがおおよそ樹木被覆に対応

し，特に１番目のクラスが比較的密な樹木被覆

に対応していると判断し，密な樹木（サラソウ

ジュ）被覆・疎らな樹木（サラソウジュ）被覆

・非樹木被覆（農地・集落域・空白地等）の３つ

のクラスに単純化したものが図２である。ただ

し図２上では，最後の分類項目（非樹木被覆）

は白抜きで表示したため，見た目は２種類の分

類になっている。

Quick Bird画像の目視判読による家屋分布は，

現在の人口（世帯）の空間分布を同定するため

に用いた。しかしこのデータは目視によって家

屋大の構造物を数え上げたもののため，結果に

誤差が含まれることが予測できた（注２４）。そこで

Quick Bird画像からの数え上げによる家屋数と，

統計の世帯数を表３で比較したところ，数え上

げによる家屋数の数値は人口密度の高いチュニ

アやピロズプール・モウザ以外では，おおよそ

１９８６年から９６年の世帯数の間にあることが分か

った（ピルガチャ及びショラクリ・モウザは，カ

ッコ内の数値と目視結果を比較されたい）。この

表に示された誤差をデータの限界として，以降

ではQuick Bird画像からの数え上げ結果を，調

査領域における現在の人口（世帯）の空間分布

と同一にみなす。

以上の説明を踏まえて図２をみると，まず

１９６２年時点の非樹木被覆（白抜き）の大半が，

過去５０年間（１９１１～６１年）に進行した農地・集

図３ 地籍図（Settlement Survey Map）のタナ地図（右）及びモウザ地図（左）の記載例

（出所）Settlement Survey Map（１９１０―１１）及び地形図（１９３０―３１）より筆者作成。
注（１）地籍図のタナ地図そのものには森林の境界線の記載はなく，上図で示したように森林を示す記号により森林の

分布が示されている。

発展途上国における「地域住民による森林破壊」問題の再考
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落化によって形成されたものでないことが理解

できる。これらの非樹木被覆は地籍図上の集落

の位置の分布とほぼ重なっている（ピロズプー

ル・モウザの大部分や全域のバイド沿いに注目）

ことから，実際には１９１１年以前からの古い集落

域であったことが分かる。現在の家屋の位置に

も注目すると，その大部分は上述した「古い集

落域」に立地し，残りは第１にベリバイド・モ

ウザ中央部やピルガチャ・モウザ東部，オロン

コラ・モウザ北部のまとまった密なサラソウジ

ュ林上，第２に「古い集落域」周辺やバイドの

間の断片的なサラソウジュ林上，第３にオロン

コラ・モウザ中央部の非樹木被覆上（ただし地

籍図に集落立地の記載はなく，この段階では「古

い集落域」なのかは不明）で主に確認できた。

２．調査領域の森林破壊の面積推移と要因

さらに調査領域における現在までの森林破壊

の面積推移とその要因の検証を，図４とその付

表及び図５を用いて進めていく。図４はGISソ

フトウェア上で，図２上に現在の土地被覆の分

布（Quick Bird画像の読み取りと現地調査によっ

て同定した）を重ね，それらの重なり方の違い

を凡例のように類型化して地図化したものであ

る。付表は各類型の面積及び類型内に分布して

いる現在の家屋数（分布は図２を参照），図５は

図２と図４を整理して作成した，調査領域にお

ける土地被覆変化の模式図である。以下図４で

示した各類型（凡例）の説明を行っていくの

で（注２５），図５と併せて参照されたい。

図４の最上段の類型は，前項でも触れた１９１１

年以前からの「古い集落域」である。ここで注

目すべきは，調査領域全体の２２．５パーセントの

面積しかないこの領域に７５．９パーセントの世帯

が分布しているという点である。図４の付表の

数値からは，この領域では１９４１年以降，少なく

見積もっても平均年率２．７パーセントという高

い人口増加率で，２００３年には人口密度が１０７７人

／平方キロメートルに達していることが読み取

れる（注２６）。人口増大と侵入地の拡大が単純に関

連づけられていた「地域住民による森林破壊」

の定説に反して，調査領域における人口増大の

ほとんどは，実際には森林の農地・集落化（侵

入）ではなく「古い集落域」の人口過密化によ

って吸収されていたのである。

モウザ Small Area Atlas（１９８６） Agricultural Census（１９９６） Quickbirdによる目視（家屋数）

オロンコラ（Arankhola） １，２１５ ２，２５５ １，６６７

ピルガチャ（Pirgaccha） １，２５８（６２６）（１） １，８７７（９３４）（１） ６３０

ショラクリ（Sholakuri） ２，０１８（７３９）（１） ３，６１８（１，３２４）（１） ７５１

ベリバイド（Beribaid） ４７７ １，１６６ ７４２

チュニア（Chunia） ７３１ １，４２８ ５６４

ピロズプール（Pirojpur）（２） ２，１２７ ２，６２５ １，６５８

合 計 ７，８２６（５，９１５）（１） １２，９６９（９，７３２）（１） ６，０１２

表３ Quick Bird画像上の家屋数と統計の世帯数との比較

（単位は世帯数）

（注）（１）（ ）内はモウザ全体の世帯数を調査地域内に含まれるモウザの面積で単純に割った。
（２）実際にはPirojpur, Kaliabari, Chapait, Gacchabari, Kakraid, Kuragacchaの６つのモウザをまとめて表記した。
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凡例 土地被覆変化の類型

古い集落域

i）“荒地や断片林”の部分的な集落化

ii）“密林”の集落化

残ったサラソウジュ林

“密林”の社会林業地化

“密林”のゴム園化

面積 分布世帯数

3,389ha（22.5％）

1,576ha（10.4％）

776ha（5.2％）

2,800ha（18.6％）

3,020ha（20.0％）

1,047ha（6.9％）

4,565（75.9％）

503（8.4％）

380（6.3％）

－

564（9.4％）

－

0 1 2
km

ピルガチャピルガチャ

タナルバイドタナルバイド

シャイナマリシャイナマリ

アムリトラアムリトラ

チャパイトチャパイト

ジャンガリアジャンガリア
マグンティノゴルマグンティノゴル

ベリバイドベリバイド

ゲッチュアゲッチュア

ラズバリラズバリ

ジョロイジョロイ

テルキーテルキー

ガイラガイラ

カックラグニカックラグニ

ベドゥリアベドゥリア

シャドゥパラシャドゥパラ

ジャラバダジャラバダ

ジョエナガチャジョエナガチャ

ケジャイケジャイ

プロナマリプロナマリ

ナンゴルバンガナンゴルバンガ

チュニアチュニア

ブティアブティア

ピルガチャ

タナルバイド

シャイナマリ

アムリトラ

チャパイト

ジャンガリア
マグンティノゴル

ベリバイド

ゲッチュア

ラズバリ

ジョロイ

テルキー

ガイラ

カックラグニ

ベドゥリア

シャドゥパラ

ジャラバダ

ジョエナガチャ

ケジャイ

プロナマリ

ナンゴルバンガ

チュニア

ブティア

図４ 調査領域における２０世紀初頭から現在までの土地被覆変化とその分布

（出所）Quick Bird画像（Google Earth）及び現地踏査（２００３～２００４年）の結果より筆者作成。

発展途上国における「地域住民による森林破壊」問題の再考
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（1911年～1962年の土地被覆）

（図4より） “荒地と断片林”の部分的な集落化
（10.4％）

集落化
（5.2％）

社会林業地化
（20.0％）

ゴム園化
（6.9％）

〈現在（2003年前後）の土地被覆〉
（3）

（54.5％） （18.6％） （26.9％）

バイド*1と集落域・荒地

バイド（1）と“荒地と断片林” 古い集落域 “密林” （図2より）

サラソウジュ林 人工林

（26.8％） （22.5％） （50.7％）

255人/km2 （3）950人/km2 149人/km2

凡例

集落

バイド

屋敷林・
竹林等

サラソウ
ジュ林

アカシア・
ユーカリ林

ゴム園

（2）198～213人/km2

ここでオロンコラ・モウザ中央部の「古い集

落域」だけは，図２において１９１１年時点の集落

立地が確認できていなかった点について補足し

たい。現地調査の結果，これらの領域はモウザ

内に分布するガロの人々の集落で，うちタナル

バイド・シャイナマリ・ピルガチャ・チュニア

・ブティア・アムリトラ・カックラグニ・チャ

パイトそしてベリバイドの９つの集落（立地は

図４を参照）では，遅くとも１９世紀末までに現

在の位置に集落が形成されていたことが確認で

きた。他の集落についてもその大半は１９１０～３０

年代頃までに集落が形成されていた。

図４の２段目の類型は，「“荒地や断片林”の

部分的な集落化」と「“密林”の集落化」の２

種類の領域である。「“荒地や断片林”の部分的

な集落化」領域は，元々網目状に広がるバイド

や「古い集落域」とバイドの間にわずかに残っ

ていた樹木被覆，孤立した小規模な疎林，樹木

のまばらな荒地（湿地）などで構成されていた

空間であった。この領域の人口密度は現在でも

低く（２５５人／平方キロメートル），農地や集落に

置き変わっていた領域は部分的で，その景観に

は特に利用されていない荒地や疎林が目立っ

た（注２７）。「“密林”の集落化」領域は，かつての

“密林”が伐採されて農地や集落に変わってい

た領域で，そのほとんどが「古い集落域」が拡

大した領域である。変化以前の土地被覆（サラ

ソウジュ林）を“荒地や断片林”及び“密林”

に分けたのは，図２に示した樹木被覆の分布に

依拠している。具体的には，図２において主に

調査領域の中央部を占めている大規模な樹木被

覆領域を“密林”と，それ以外の領域を“荒地

図５ （調査領域の）森林地における土地被覆変化の模式図

（出所）Corona（１９６２）衛星写真，各種地図（１９１０―１１，１９３０―３１），Quick Bird（Google Earth）及び現地踏査（２００３
～２００４年）の結果より筆者作成。

注（１）バイドの比率は１６．４％。
（２）モドゥプール・タナ全体の平均値（１９１１～１９４１）であり，古い集落域に限定した人口密度とは異なる（高い）

と推測される。
（３）数値は図４付表から１世帯＝８人として直接計算した。
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や断片林”とした。

重要なのは，「“荒地や断片林”の部分的な集

落化」領域と「“密林”の集落化」領域におけ

る，土地被覆変化の内容が全く異なっていたと

いう点である。しかし政府は，上記の２種類の

領域における過去の森林の空間分布や密度，そ

こからの変化を把握していなかった（第Ⅰ節）。

国際機関によって森林破壊面積の見積もりが出

される際にも，上記の２種類の領域における土

地被覆変化に関する独自の検証（例えば航空写

真等を用いた）が行われた形跡はない。にもか

かわらずこれらの領域は，「“密林”の集落化」

のような土地被覆変化が単一的に生じてきたか

のように説明されてきた。これが「地域住民に

よる森林破壊」の定説と，現場レベルの実態に

齟齬が生じるもうひとつの原因であった。調査

領域全体の「“密林”の集落化」領域の面積比

は５．２パーセントであった。「“荒地や断片林”

の部分的な集落化」領域まで加えれば，農地・

集落化による森林破壊率は最大１５．６パーセント

まで見込めるが，それでも政府が示していた「こ

こ４０～５０年間に森林地の約５０パーセントが地域

住民の侵入（農地・集落化）によって消失した」

という見積もり（第Ⅱ節第２項参照）は，明ら

かに過大なものであった。

図４の３段目の類型は「残ったサラソウジュ

林」で，これは文字通り１９１１年以前から現在ま

でサラソウジュ林が失われずに残った領域であ

る。４段目の「“密林”の社会林業地化（注２８）」

と５段目の「“密林”のゴム園化」の類型は，

かつての“密林”がそれぞれ社会林業地とゴム

園に変わっていた領域である。社会林業（Social

Forestry）（注２９）地とは，主に１９９０年から開始され

たタナ植林及び育苗開発計画（注３０）によって造成

されたアカシア（またはユーカリ）の人工林の

ことである。社会林業地は造林参加世帯に割り

当てられていて，彼らの世帯数は調査領域全体

の９．４パーセントを占めている。ゴム園はADB

の出資により，１９８６年から始まった開発計画に

よって造成されていた。これらの人工林が調査

領域全体に占める割合は２６．９パーセント，かつ

ての“密林”上に限ればその割合は５３．１パーセ

ントに達していた。

図６はランドサット衛星画像（MSS，１９８４年）

から作成した分類画像に，上述した「“密林”

の社会林業地化」領域を重ねたものである。１９８４

年はこの地域で，アカシア造林が始まる６年前

（またゴム園開発開始の２年前）である。アカシ

アの人工林は社会林業の定義によれば，「劣化

したもしくは侵入された森林地の再生のため」

に造成されたことになっている。しかし図６か

らは，６年後に社会林業地化が開始される領域

の大半で，“密林”が残っていたことが確認で

きる（付け加えれば２年後にゴム園化が開始され

る領域でも，相当の森林被覆が確認できる）。ここ

から調査領域における“密林”の約半分は，人

工林転換によって，１９８０年代後半以降わずか十

数年間で破壊されていたことが分かる。

３．過大だった森林地の設定

調査領域における地域住民の７５．９パーセント

（４５６５世帯）は，１９１１年以前からの「古い集落

域」に居住していて農地・集落化による森林破

壊とは関係がなかった。「古い集落域」以外で

の農地・集落化に関わっていた世帯は１４．７パー

セント（８８３世帯）に上ったが，うち実質的な

森林破壊（「“密林”の集落化」）を引き起こして

いた世帯は６．３パーセント（３８０世帯）に過ぎな

かった（図４付表参照）。

発展途上国における「地域住民による森林破壊」問題の再考
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密

（図4より）

“密林”の社会林業地化

樹木密度

例： 密林 疎林また
は人工林

農地・
裸地等

バイド・
低湿地

疎

森林地が分布しているモドゥプール・タナ内

の１１箇所のモウザには，政府によれば８２０１世帯

の侵入世帯が存在している（表１参照）。一方，

調査領域（上記の１１箇所のモウザ内の全世帯のう

ち３９．２パーセントが居住している）の分析結果（図

４付表）を拡張すると，１１箇所のモウザ全体で

の侵入世帯数は９６９世帯（「“密林”の集落化」に

関係した世帯のみ）から２２５２世帯（「“荒地や断片

林”の部分的な集落化」に関係した世帯も含めて）

と計算できる。ここからは政府が示している侵

入世帯の７割以上が，「古い集落域」の住民だ

ったという結論が導かれる。では「古い集落域」

の住民は，なぜ政府から侵入世帯とみなされる

ことになったのだろうか。以下調査地域内のガ

ロ住民の事例から，この点を確認したい。

調査領域内の森林の大半は，かつてザミーン

ダールの私有地だった。１９５０年にザミーンダー

ル制が廃止されると，森林庁（政府）はザミー

ンダールの私有地に含まれていた森林を取得し，

１９５６年までにはこれらの私有林のほとんどを

AF（ザミーンダールから政府が取得した森林地を

意味するAcquired Forestの略。詳しくは表２を参

照）として，森林地登記を完了した。しかしAF

は法的目的のあいまいな行政上の分類であり，

これらの森林に対して政府（森林庁）が実質的

な管理権を確立するには，AFをさらに保留林

（Reserved Forest）化する必要があった。

森林法によれば政府は，全ての森林と造林に

適した所有者のない荒地・国有地・私有地など

を保留林に指定することができる。保留林に定

められた土地は政府の所有下に置かれ，森林産

物など土地から得られるすべての資源は政府に

占有される。ひとたび土地が保留林として公告

（Gazette Notification）されれば，元の権利保持

図６ 調査領域における１９８４年時点の土地被覆と

現在の社会林業地分布の重ね合わせ

（出所）Landsat−MSS（１９８４）より筆者作成。
（注）モドゥプール森林では１９８４年以前から森林村落

（Forest Village）開発，小規模なゴム園造成（１９８０
年代後半にADBにより推進されたものとは別の），
サラソウジュ造林（Sal Taungya），軍演習地への
森林地の転換など，政府による森林開発によって
密林が伐採されていた［著者による聞き取りより，
２００５年６月，モドゥプール］。これらの森林開発
地の大半は，後にアカシア造林地またはゴム園化
地に含まれていった。図中の社会林業地化分布内
に含まれる“密林”でなかった部分の大半は，こ
れら１９６０～７０年代の森林開発地である。
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者は，政府が認めない限り土地に関する権利を

再獲得できない［Farooque１９９７］。

ガロの人々が住んでいた土地は，契約によっ

て貸し出されていたザミーンダールの私有林上

の土地であった。彼らは森林庁による森林の取

得の数十年以上前から（第Ⅳ節第２項参照），森

林管理の担い手（注３１）としてザミーンダールから

私有林上の焼畑耕地の使用権と，家屋敷周辺の

土地の借地権，バイド上の水田耕地の限定的な

所有権が認められていた。借地権に関しては，

権利の子孫への相続が許可されていたことから，

実質的には所有権に近いものであった［Khale-

que１９９２］。森林庁は本来ならば，これらの森

林上のガロの人々の土地（集落）の空間的分布

や実質的な居住歴，借地権などの土地に関する

権利の状態について実態調査を行い，保留林の

登記に反映させる必要があった。

同じく森林法によれば，政府が保留林への登

記を行うには，事前に土地の権利所有者への通

知を行わねばならず，通知を受けた権利保持者

には通知から６カ月以内に限って保留林化に反

対する法的権利が認められている［Khaleque

１９９２］。政府によれば当時，保留林化が検討さ

れた土地に居住していた全ての住民に対して，

保留林化は事前に通知されたという。一方でガ

ロの人々は，当時そうした通知は彼らの大部分

に知らされず，通知された一部の村人も法的手

続きに対する無知から有効な申し立てができて

いなかったとして［Khaleque１９９２，１４７―１４８］，

政府に彼らの土地に関する権利回復を後年にな

って求め始めた。これがモドゥプール森林にお

ける，現在まで続く土地所有権（居住権）を巡

る政府とガロの人々の対立の原点である。

筆者による村人への聞き取りによれば［２００５

年６月，モドゥプール］，１９６７年に森林庁（当時

は東パキスタン）は，国立公園内の保留林（Re-

served Forest）上に十数箇所あったガロの集落

に対して，正当な居住の権利がある世帯をわず

か６７世帯として残りの世帯に対する立ち退き命

令を行った。ここに至って初めて自分たちの土

地に何が起こっているのかを認識したガロの人

々は，植民地期の土地の記録を政府に示したり

などして，彼らが自身の土地に対して正当な居

住権を持つ住民であることを主張しつつ，政府

からの立ち退きに断固として応じないようコミ

ュニティの結束を強めていった。

１９７２年のパキスタンからの独立後，８４年に現

政府（バングラデシュ）は森林地（保留林）の規

模と範囲を再定義した。これはガロの人々にと

って，彼らの土地に対する権利を回復する機会

であった。ガロの人々もこの頃には，政府に対

して彼らの居住と土地の権利を認めさせるため，

組織的な運動や政府との交渉を試みるようにな

っていた［筆者による聞き取り，２００５年６月］。

ジョインサ先住民協会（ガロ住民の人権擁護を

目的とするローカルNGOの名称）のリーダーに

よれば，政府（森林庁）は１９８４年の公告の際の

ガロの人々の陳情に対して，公告の事前までは

彼らの土地を保留林から外し，私有地として登

記することを約束していたという［筆者による

聞き取り，２００５年６月］。しかし結局，ガロの人

々の土地は引き続き保留林として公告され，彼

らの不安定な法的地位（保留林への侵入世帯と

しての扱い）は現在でも続いている。

以上から森林地における大半の侵入世帯は，

森林地へ侵入（Encroach）してきた人々ではな

かったことが理解できる。彼らは森林庁（政府）

がザミーンダールの私有林を取得し（１９５０年），

発展途上国における「地域住民による森林破壊」問題の再考
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保留林への登記を進めていった（５１～８４年）際

に，彼らが古くから居住してきた土地に対して

（森林庁による）所有権や居住権の実態調査が

正当に行われなかったことによって［FD１９９８，

１９］，侵入世帯として（森林庁によって）ミスリ

ードされていき，その後もこのミスリードを受

けてきた人々だと総括できる。

４．地域住民による森林利用と森林劣化

この項では森林破壊の要因として挙げられて

いた要素のうち，ここまで触れてこなかった地

域住民による森林利用活動についての補足を加

えたい。森林破壊の要因として挙げられる地域

住民の活動には一般に，第１に日常的な森林利

用（主に薪材用または市場売却用の灌木・小径木

の伐採や，枝・落ち葉の採取），第２に個人的な

商業的盗伐（特に有用樹の中・大径木），そして

第３に組織的な大規模盗伐（主に大径木）があ

る。筆者が現地で行った聞き取り調査や参与観

察の範囲では，ほとんどの住民が行っていたの

は薪材採取を主とした第１の活動のみであり，

第２の活動は普通の村人は行っておらず，第３

の活動に関しては地域外部の伐採組織によるも

のである事が指摘されていた。

日常的な森林利用のうち特に薪材利用に関し

ては，筆者がガイラ集落における村人の薪材利

用量から試算した限りでは，１世帯あたり年間

１．４１立方メートルであった［東城２００４］。しか

しこの規模の森林利用が及ぼす影響は，通常は

森林劣化（Degradation）の問題（注３２）として議論

され，本稿で検証してきたマクロな森林破壊と

は別種の問題である。

組織的な大規模伐採は人工林転換される前の

土地も含め，かつての“密林”全体の深刻な森

林劣化の要因となっていたことが，先行研究や

ジャーナリストなどによって指摘されている

［Salam and Noguchi１９９８; Gain１９９８］。伐採組

織はそのほとんどが県外の有力者によって組織

されていて（注３３），村人によれば「１９８０年代頃ま

で森林内に豊富にあったサラソウジュ林の大木

のほとんどは，伐採組織の盗伐によって」失わ

れた（注３４）という［筆者による聞き取り，２００５年６

月］。

５．モドゥプール丘陵における森林破壊の面

積推移と要因

最後に調査領域の森林地における土地被覆変

化の模式図（図５）を用いて，台地部（モドゥ

プール丘陵）の森林地全体（範囲は図１の１９１０～

１１年時点の森林分布に準ずる）における森林破壊

の面積推移とその要因の実態と，「地域住民に

よる森林破壊」という定説との齟齬がどのよう

に生じていたのかを総括したい。

その前に標本（調査領域）と全体（台地部全

体）の土地被覆変化の誤差を検証し，模式図に

おける土地被覆変化の比率が台地部全体にも適

用可能かを確認しておく。台地部の森林地面積

は，図１の計算結果では１３万５２３１ヘクタールで

あった。この数字と模式図に示した比率（５０．７

パーセント）からは，台地部全体における１９６２

年までの実質的なサラソウジュ林（“密林”）の

規模は６万８５６２ヘクタールと概算できる。さら

にこのサラソウジュ林は，その後の４０年間で３

万６３７７ヘクタールが人工林化し，２万５１５３ヘク

タールが残ったと計算できるが，これらの計算

結果は統計が示す台地部の森林面積の現状とほ

ぼ一致していた（注３５）。他には森林地全体の土地

被覆の５０パーセント前後が森林以外（集落域・

荒地など）である点や，サラソウジュ林の割合

が１８パーセント前後である点（第Ⅱ節第２項）
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なども，模式図と現状の間に差はなかった。以

上を根拠として，模式図の土地被覆変化の比率

は台地部全体にも適用可能だとする。

すると模式図からは，「地域住民による森林

破壊」の定説は，森林地全体の５パーセント前

後（約７０００ヘクタール）だった農地・集落化（侵

入）による森林破壊が，現在の森林地の５０パー

セント前後を占めているすべての集落域と荒地

の形成要因であったと誤解していたことが分か

る。現在の集落域の大半は，実際には１９１１年以

前からの「古い集落域」であった（第Ⅳ節第１

・２項）。これらの領域で生じていたのは侵入

による森林破壊ではなく，森林庁による所有権

や居住権に関する実態調査の不在による，侵入

世帯の過大な見積もりであった（第Ⅳ節第３項）。

元々森林とはいい難かった，疎林がまばらに広

がるだけだった空間（“荒地や断片林”）の部分

的な集落化が，まとまったサラソウジュ林（“密

林”）の集落化と混同されて説明されていた（第

Ⅳ節第２項）ことも，上記の誤解を拡大してい

た。

加えて「地域住民による森林破壊」の定説は，

台地部全体の実質的なサラソウジュ林（“密

林”）が破壊された最大の要因であった，人工

林転換を全く把握（問題化）できていなかった。

これは人工林転換によるサラソウジュ林破壊で

は，行政区分上は森林外への土地利用転換が生

じないため，森林破壊とは見なされなかった（第

Ⅰ節参照）ことが原因だと思われる。「地域住

民による森林破壊」の定説の存在を背景として，

人工林転換が行われてきた理由（地域住民が荒

廃させた森林地を再生するという）が疑われてこ

なかった（第Ⅳ節第２項）ことは，人工林拡大

によるサラソウジュ林の消失が問題化されなか

ったもうひとつの要因といえるだろう。

Ⅴ 結論

モドゥプール丘陵における深刻な森林（サラ

ソウジュ林）破壊は，地域住民（森林地の周辺人

口）による農地・集落化が引き起こしていた割

合は極めて低く，政府の人工林転換が引き起こ

していたものがほとんどだった。侵入の問題の

ほとんどは，森林地の周辺人口が置かれてきた

不適切な法的地位（森林地への侵入世帯）を，

政府が今後どれだけ回復していくことが出来る

かという社会的な問題であり，環境問題（農地

・集落化による森林破壊）の文脈にはなかった。

モドゥプール丘陵の森林保護については，政府

が過大な人工林開発を見直し，実質的なサラソ

ウジュ林の保全・再生にどれだけ取り組んでい

けるかが，議論されるべき真の問題である。

モドゥプール丘陵における森林破壊の要因に

関するほとんどの分析（FAOなどの国際機関の

ものから，個々の学術研究者のものまで）が，「地

域住民による森林破壊」という定説を支持して

いた原因には，彼らが正確な空間データに基づ

いた議論を行っていなかったことが挙げられる

だろう。モドゥプール丘陵では初期（１９５０～７０

年代）の森林地の境界が，実際の森林分布や土

地利用状況（森林内の多数の居住者の存在）から

乖離した形で，政府によって設定（Demarcation）

されていた。そしてモドゥプール丘陵に関する

森林破壊の要因の検証は，上記の森林地すべて

を森林とみなして進められていたために，そこ

から導かれる分析結果には，森林破壊の規模の

見積もりの過大さと，農地・集落化などの「地

域住民による」森林破壊の比率の誇張が生じた。

発展途上国における「地域住民による森林破壊」問題の再考

19



さらに「地域住民による森林破壊」の説明がい

ったん定説化すると，仮にこの説明にほころび

（局地的な説明と実態の乖離）があることが指摘

されても，乏しい空間データが壁となって，説

明そのものに対する見直しには発展しなかった。

モドゥプール丘陵の事例からは，発展途上国

における森林破壊に関する従来の議論の問題を

次のように一般化できるだろう。すなわち国際

機関や現地政府による森林破壊の面積推移の見

積もりや森林統計には，第１に農地・集落化に

よる森林破壊面積のみが計上され誇張されてき

たこと，第２に森林分布や土地利用状況の実態

によらない初期の森林地規模を出発点としてき

たことによるバイアスが含まれていて，個々の

研究はこれらのデータのみに依存した分析を行

う限り，上記のバイアスから自由になれなかっ

た。

以上から特に発展途上国の森林破壊の要因の

検証に関しては，森林の空間分布や密度，樹種

構成，その他の土地利用分布などに関する，“過

去とそこからの変化”の把握に立脚した議論が

極めて重要なことが理解できる。そのためには

例えば本稿で示したように，GIS等の具体的な

技術を基礎に，現場レベルの実態調査を含めた

実証的なアプローチが必要となってくるだろう。

森林破壊に関する従来の研究では，現状の差し

迫った危機（人口爆発と深刻な森林破壊）ばかり

に関心が払われてきた。しかし現在発展途上国

の森林破壊問題には，上記のようなアプローチ

によって森林と地域住民の関係性の事実がまず

正しく認識され，次に事実に即して問題が再定

義されることが広く必要とされているのではな

いだろうか。

（注１） WRI・世銀・UNDPは，特に途上国におけ

る深刻な森林破壊の要因について，次のような共同

声明を出している［Dauvergne１９９４］。「農地のため

に，そして薪材やその他の必要のために，森林を伐

採しているのは農村の貧農である。彼らは日常必需

をまかなえないため，彼ら自身を支えている自然環

境のキャパシティを侵食せざるを得ない状況に追い

込まれている」。

（注２） 例えばインドでは，１９８０年代中頃の時点

で，１１８の国立公園や保護区域に１６０万人が居住して

いたが，これらの領域に居住していた約６０万人の少

数民族が９３年までに転居させられている［Gadgil and

Guha１９９２］。

（注３） 代表的な例としては，Fairhead and Leach

（１９９６）の研究が挙げられる。彼らは「人口増大を

背景とした地域住民による過剰な放牧により広大な

原生林が砂漠化した」という，西アフリカ・サヘル

における森林破壊の定説に対して，「サバンナに点在

するパッチ状の森林を地域住民の生業が維持してき

た」という景観変化の実態を，民族誌的調査やリモ

ートセンシング，歴史資料などを用いて実証的に示

した。

（注４） 例えばFAOでは，「樹冠の投影面積が１０パ

ーセント以下の“森林以外の土地利用”への変化」

のように定義されている［FAO２０００b，１４］。

（注５） 反対に同国の森林破壊の要因として取り

ざたされることの多い焼畑に関しては，その耕地が

休閑中で植生が回復しているにもかかわらず，すべ

て農地転換として森林破壊に含まれていた。

（注６） 本稿の考察は，Arcview及びErdasImagine

（ともにESRI社製）というGISソフトウェアを用いて

分析した各種の空間データに大きく依拠しているが，

それらをベースに現地調査や聞き取り調査による知

見を加えて，地理情報の分析に止まらない考察を進

めている。

（注７） 本稿では政府によって，森林被覆の有無

に関わらず行政区分上“森林”とされている領域を

“森林地”と表記して，実質的な森林被覆（天然林，

人工林，劣化した天然林などの地上被覆部）や，サ

ラソウジュ林（天然林）被覆と厳密に区別した。

（注８） 調査は２００３年２月～２００４年１月及び２００４
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年１２月～２００５年６月の期間にかけて行った。

（注９） 国内の森林エリアには他にも，丘陵林（Hill

Forest）（南東部のチッタゴン丘陵一帯）及びマング

ローブ林（Mangrove Forest）（南西部のベンガル湾

沿い）がある。各エリアに分布する天然林の比率は，

４８パーセント及び４３パーセント［FD１９９８］である。

厳密には内陸サラソウジュ林エリアには，モドゥプ

ール丘陵以外にもバリンド丘陵が含まれているが，

バリンド丘陵上の森林地の規模は，モドゥプール丘

陵の１０分の１ほど（実質的な天然林被覆の規模では

２５分の１ほど）であることから，本文ではバリンド

丘陵に関する記述は省略した。

（注１０） モドゥプール丘陵の北端に位置するモド

ゥプール森林，首都ダッカに近い南端部のバワル森

林），中部のアティア森林。ただしこれらすべてをま

とめてモドゥプール森林と呼ばれる場合もある。

（注１１） 世界森林資源評価（Forest Resources

Assessment : FRA）とは，各国の調査手法の不統一

などによって世界的な統計がなかった世界の森林資

源の現況を，共通の評価項目で比較したもの［EIC Net,

30. Apr. 2008.］。おもなものに１９７０年から８０年まで

（FRA１９８０），８０年から９０年まで（FRA１９９０），９０年

から２０００年まで（FRA２０００）に関する報告がある。

本文で引用したように，FRA１９９０においてアジア中

でもっとも森林破壊率が高かったのがバングラデシ

ュで，２番目がパキスタン，タイ，フィリピンの３．３

～３．４パーセント，他の１２カ国はほとんどが１パーセ

ント前後であった。

（注１２） 他にも丘陵林（Hill Forest）エリアでは少

数民族による移動耕作，マングローブ林（Mangrove

Forest）エリアでは紙パルプ産業による影響なども，

主要な要因に挙げられていた［FD１９９８］。

（注１３） ガロ（Garo）はバングラデシュで，計２７

グループいる少数民族のひとつである。統計によれ

ば［BBS１９９８］，人口は６万５０００人前後で，主とし

てバングラデシュ中央北部の国境付近と，モドゥプ

ール森林に分布している。

（注１４） モドゥプール・タナを例としたのは，（１）

現地調査を行った地域である，（２）台地部全体でも

っとも規模の大きい森林が分布していた，（３）台地

部全体でも特に人口増加率が高かった（１９４１～９１年

の増加率でみると，他の地域は２．５倍前後だったが，

モドゥプール・タナのみ３．５倍増）ため。

（注１５）１９１０～１１年の地籍図（Settlement Survey

Map）を元に算出。１集落あたり１５世帯，１世帯あ

たり８人で計算。

（注１６）２００３年までにカソリック教会（ジョルチ

ョットロ及びピルガチャ・モウザを主に教区とする）

で洗礼を受けた人口より算出。

（注１７） 封建地主，または大領主階層などと訳さ

れる。ムガール時代から英領期時代のザミーンダー

ル制度（Zamindar System）における，小作農（Peas-

ant）から税を徴収し政府に上納する世襲の役職の総

称。その社会的身分や管轄する土地の規模は様々だ

が，一般には自治権を有する地方の領主や首領（Raja

やChiefsman）を指す［Irfan１９９９］。

（注１８） 正確にはタルクダール（talukdars）など

と呼ばれた世襲地保有者達。ザミーンダールを介さ

ず，直接国庫へ税を納入していた［Irfan１９９９］。

（注１９） 結論を先取りすると図１に示した森林分

布１３万５２３１ヘクタールには，バイド等の水域２万２１７８

ヘクタールと，管轄が森林庁から他に移った土地（ゴ

ム園など）９３３１ヘクタールが含まれていた（第Ⅴ節

第１項及び図５参照）。これらの面積を引いた１０万

３７２２ヘクタールは，１９８４年時点の森林地の全面積（１０

万４４５４ヘクタール）とほぼ一致している。

（注２０） Corona衛星写真は，１９６０年代に撮影され

たアメリカの衛星写真である。白黒の１レイヤーの

画像ながら，１画素が約５メートルと比較的高精度

のため，航空写真のような目視による地上被覆の判

読にも適している。アメリカ地質調査所（USGS）に

おいて公開されていて，ウェブサイトでの検索・購

入が可能である。

（注２１） １画素あたりの分解能が約６０センチメー

トルの，高解像度の衛星画像。本稿で用いたのはGoo-

gle Earthで公開されている画像であるが，この画像

にはQuick Bird衛星画像（おそらく２００２～２００４年頃の）

が加工されて使われていると思われる。

（注２２） ISODATA法は，Iterative Self−Organizing

Data Analysis Techniqueの略であり，教師なし分類（分

析者による事前に入力する土地分類──トレーニン

グ・データ──を介さない分類方法）の代表的なも
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のである。クラス数，収束の閾値，最大反復回数を

設定するだけでソフトウェアが自動的に分類を行う。

問題点としては，（１）得られた分類結果の解釈を行

わなければならないことや，（２）初期クラス数が少

ないと複数の土地被覆が混在したクラスが出現し，

またクラス数を多くしても中間型クラスの存在とそ

の定義に悩まされること，などが挙げられる。一般

的にはトレーニング・データが用意できない画像の

分類などに用いられる。

（注２３）１９６７年にSurvey of Bangladeshが作成した，

縮尺５万分の１の地形図（Topo Map）。

（注２４） 誤差の例としては，（１）同一家屋に複数

の世帯が同居している場合，（２）家屋が密な屋敷林

等の樹木被覆で覆われている場合や，家屋同士が極

度に密集している場合，（３）農地内の構造物（作業

小屋等）や村商店・学校・モスクなどの構造物が数

え上げられている場合，等が考えられる。

（注２５） 図４の付表に示した面積と分布世帯数の

数値は，調査領域に含まれる６箇所のモウザ（ショ

ラクリ・ピルガチャ・オロンコラ・ピロズプール・

ベリバイド・チュニア。位置関係は図１左下を参照）

内のもののみを集計している。

（注２６）２００３年の人口密度は１世帯を８人と置い

て，｛（４５６５世帯×８人）／３５．８９km２｝（数値はいずれも

図４付表より）として算出した概算値。ただし１９４１

年時点の人口密度（２１３人／km２）はモドゥプール・

タナ全体の平均であり，実際の古い集落域内に限定

した人口密度と異なる（多い）と思われる。

（注２７） 筆者による現地での目視観察による［２００５

年１～６月，モドゥプール］。

（注２８） 森林庁から軍用地（Army Camp）に移管

した１０１ヘクタールもこの分類に含めた。

（注２９） 基本的な概念は，住民を森林管理に参加

させることにより，森林の持続的な保全と周辺住民

の生活改善を図るというもの［FD２００７］。

（注３０） 正式名称はThana Afforestation and Nurs-

ery Development Project。造林参加者は１世帯あたり

１ヘクタールの土地の分配を受け，樹木管理の義務

を負う。樹木間での作物栽培の売却や間伐の利益は

参加者のものになり，７～１０年後に材木の収穫が行

われる。材木の売却益は参加者・森林庁・政府の三

者で分配される［FD１９９９b］。

（注３１） ガロの人々は，１９世紀頃焼畑耕作を行い

ながら，ガロ丘陵 （インド・メガラヤ州の丘陵地帯）

やハルアガット一帯（バングラデシュ中央北部の国

境地帯）から，モドゥプール丘陵に徐々に移住して

きた。当時モドゥプール森林を統治していたザミー

ンダールは，ガロの人々に森林での焼畑耕作を許す

代わりに，植林や森林労働などの森林管理に彼らの

労働力や焼畑耕作そのものを活用していた［Khaleque

１９９２］。

（注３２） FAOの定義によれば［FAO２０００b，１４］，

「“森林以外への土地利用転換”を伴わない，樹冠の

投影面積の減少」が森林劣化（Degradation）である。

（注３３） モドゥプール・タナでは，地元の森林庁

の幹部や森林警備官を協力関係に取り込んだ伐採組

織が５０以上あったといわれている［Salam and

Noguchi１９９８; The Independent 23. Apr. 1999］。

（注３４） 伐採組織は伐採した木材の運送の安全の

ために警察署から通行証を買い，伐採した木材を搬

出・運搬するトラックは，モドゥプール森林と域外

をつなぐ幹線道路の両端にある森林庁や警察のチェ

ックポストを通過することを黙認されてきたという。

伐採組織は森林内もしくは森林近辺の村人を，木材

の伐採及び運搬のためにしばしば日雇したが，伐採

組織は森林庁と協力して，これらの伐採の罪を日雇

いした村人や，伐採とは関係のない村人などに対し

て訴訟したという。これらの訴訟は現地で“嘘訴訟

（ミッタ・ケース）”と呼ばれ，土地所有権や立ち退

きの問題同様多くの村人が被害を受けている［筆者

による聞き取りより，２００５年６月，モドゥプール］。

（注３５） 統計ではサラソウジュ林が２万５９６８ヘク

タール，人工林が１万５８７７ヘクタールで［FMP１９９２］，

本文の計算結果はサラソウジュ林の面積に関しては

ほぼ正確だったが，人工林の面積に関しては統計の

倍以上となっていた。しかしこの人工林面積の誤差

には，標本（調査領域）と全体（台地部全体）の誤

差よりも，第１に統計に計上されていない１９９０年代

以降の人工林面積の急増（第Ⅳ節第２項参照），第２

に統計から除外されているゴム園などの森林地の面

積，の存在が大きく反映されていたと推測される。

第１の点に関しては，例えばタンガイル県全体の人
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工林面積の数値は，１９９０年代以降の約１０年間で約２．０

倍（a）（３６３１ヘクタールから７２５０ヘクタールへ）増大し

ている［FMP１９９２; FD２００１］。第２の点に関して

は，モドゥプール・タナだけでも２００１年時点の統計

に計上されている１０１０ヘクタール（b）以外に［FD２００１］，

さらに５８７４ヘクタール（c）の人工林が存在していた

（２０００年のランドサット衛星画像の分析により筆者

算出）。上記の２点から，１９９２年の統計における人工

林面積である１万５８７７ヘクタール（d）は，２０００年前後に

は３万５６０８ヘクタール（｛（d－b）×a｝＋c）に増大し

ていたと見積もることができ，本文の計算値（３万

６３７７ヘクタール）との誤差はほとんどなくなる。
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